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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザー加工装置であって、
　それぞれが少なくとも１本の第１の光供給ファイバー（８）に第１のレーザービームを
供給する少なくとも１つの第１のレーザー装置（６）であって、前記第１のレーザー装置
（６）はファイバーレーザーである、第１のレーザー装置（６）と、
　それぞれが少なくとも１本の第２の光供給ファイバー（９）に第２のレーザービームを
供給する少なくとも１つの第２のレーザー装置（７）であって、前記第２のレーザー装置
（７）はファイバーレーザーである、第２のレーザー装置（７）と、
　前記第１の光供給ファイバー（８）および前記第２の光供給ファイバー（９）に、かつ
マルチコア光ファイバー（１２，５０）に接続されたビーム結合手段（１１）であって、
前記ビーム結合手段は、前記少なくとも１本の光供給ファイバー（７２，５６）を前記マ
ルチコア光ファイバー（５０）の第１のコア（５１）と位置合わせさせ、かつ前記少なく
とも１本の第２の光供給ファイバー（７１，５７）を前記マルチコア光ファイバー（５０
）の少なくとも１つの第２のコア（５３）と位置合わせさせることにより複合レーザービ
ーム（１６）を形成するように構成されており、前記第１のコアおよび前記第２のコアは
、レーザー加工ヘッド（１３）において第１の出力レーザービーム（４１）および第２の
出力レーザービーム（４２）を含む複合レーザービーム（１６，４０）を加工される被加
工物（１４）に導くように構成されている、ビーム結合手段（１１）と、
　前記第１の出力レーザービームおよび前記第２の出力レーザービームのパワー密度を個
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々に制御するように前記第１のレーザー装置（６）および前記第２のレーザー装置（７）
に機能的に接続された制御ユニット（１０）と、
を備える、レーザー加工装置。
【請求項２】
　前記マルチコア光ファイバー（５０）の前記第１のコア（５１）は円形の断面を有し、
かつ前記第２のコア（５３）は前記第１のコアと同心の環状形状を有する、請求項１に記
載のレーザー加工装置。
【請求項３】
　第１のレーザービームを導くように構成された第１の光供給ファイバー（７２，５６）
の中心は、前記マルチコア光ファイバー（５０）の前記第１のコア（５１）の中心と位置
合わせされている、請求項２に記載のレーザー加工装置。
【請求項４】
　第２のレーザービームを導くように構成された少なくとも１本の第２の光供給ファイバ
ー（７１，５７）の中心は、前記マルチコア光ファイバー（５０）の前記第２の環状コア
（５３）の内径と外径との間に位置合わせされている、請求項２または３に記載のレーザ
ー加工装置。
【請求項５】
　前記第２の光供給ファイバー（７１，５７）は４本であり、前記マルチコア光ファイバ
ーの前記第２の環状コア（５３）の断面と対称的に結合されている、請求項４に記載のレ
ーザー加工装置。
【請求項６】
　前記レーザー加工ヘッド（１３）は、シールドガスを溶接線に与えるかまたは加圧ガス
噴射を切断線に与えるように構成されている、請求項１～５のいずれか一項に記載のレー
ザー加工装置。
【請求項７】
　被加工物をレーザービームで加工するための方法であって、
　少なくとも１つの第１のレーザー装置（６）に接続された少なくとも１本の第１の光供
給ファイバー（８）からの少なくとも１種の第１のレーザービームを供給する工程であっ
て、前記第１のレーザー装置（６）はファイバーレーザーである工程と、
　少なくとも１つの第２のレーザー装置（７）に接続された少なくとも１本の第２の光供
給ファイバー（９）からの少なくとも１種の第２のレーザービームを供給する工程であっ
て、前記第２のレーザー装置（７）はファイバーレーザーである工程と、
　前記少なくとも１本の第１の光供給ファイバー（７２，５６）をマルチコア光ファイバ
ー（５０）の第１のコア（５１）と位置合わせし、かつ前記少なくとも１本の第２の光供
給ファイバー（７１，５７）を前記マルチコア光ファイバー（５０）の第２のコア（５３
）と位置合わせすることにより、前記第１のレーザービームおよび前記第２のレーザービ
ームをマルチコア光ファイバー（１２，５０）の中に結合する工程と、
　レーザー加工ヘッド（１３）において前記マルチコア光ファイバーからの第１の出力ビ
ーム（４１）および第２の出力ビーム（４２）を含む複合レーザービーム（１６，４０）
を加工される被加工物（１４）に導く工程と、
　前記第１のレーザー装置（６）および前記第２のレーザー装置（７）に機能的に接続さ
れた制御ユニット（１０）により前記第１の出力ビームおよび前記第２の出力ビームのパ
ワー密度を個々に制御する工程と、
を含む、方法。
【請求項８】
　前記第１の光供給ファイバー（７２，５６）の中心を前記マルチコア光ファイバー（５
０）の断面の中心にある第１のコア（５１）の中心と位置合わせする工程と、
　前記第２の光供給ファイバー（７１，５７）の中心を前記第１のコアと同心の第２の環
状コア（５３）の内径と外径との間に位置合わせする工程と、
をさらに含む、請求項７に記載の方法。
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【請求項９】
　前記レーザー加工ヘッド（１３）は、シールドガスを溶接線に与えるかまたは加圧ガス
噴射を切断線に与えるように構成されている、請求項７または８に記載の方法。
【請求項１０】
　レーザービームを結合して位置合わせするための光学部品であって、前記光学部品は、
　溶融ガラス管からなる本体部分（７７）と、
　少なくとも２つのレーザー装置からの光供給ファイバー（７１，７２）によって運搬さ
れるレーザービームを受け入れるための前記ガラス管の入力端（７６）であって、前記少
なくとも２つのレーザー装置のそれぞれはファイバーレーザーである、入力端（７６）と
、
　互いに同じ方向に位置合わせされた少なくとも２種類のレーザービームからなる複合出
力レーザービームを送出するための前記ガラス管の対向出力端（７４）と、
を含み、
　前記本体部分において、前記入力端（７６）において入る前記光供給ファイバー（７１
，７２）は前記本体部分を通ってキャピラリー穴の中を前記出力端（７４）まで延在し、
かつ前記ガラス管（７７）と融合して導光コア（７１ａ，７２ａ）および包囲ガラス材料
からなる構成要素を形成し、前記コアは、全反射により前記構成要素全体を通して前記コ
アにおける光パワーの伝播を行うために、前記コアを包囲する前記材料の屈折よりも高い
屈折率を有することを特徴とする、光学部品。
【請求項１１】
　第１の光供給ファイバー（７２）の中心は、前記光学部品を通って延在する第１の中心
導光コア（７２ａ）を形成するために、前記本体部分の中心と位置合わせされている、請
求項１０に記載の光学部品。
【請求項１２】
　少なくとも１本の第２の光供給ファイバー（７１）の中心は、前記出力端（７４）にお
いて前記第１の中心導光コア（７２ａ）から所定の距離で出力ビームを供給するために、
前記光学部品を通って延在する少なくとも１つの第２の導光コア（７１ａ）を形成してい
る、請求項１１に記載の光学部品。
【請求項１３】
　前記第２の導光コア（７１ａ）は４つであり、前記第１の中心導光コア（７２ａ）から
前記所定の距離において互いの間で９０°の角距離で出力ビームを供給するように前記中
心コア（７２ａ）に対して対称的に配置されている、請求項１２に記載の光学部品。
【請求項１４】
　請求項１～６のいずれか一項に記載のレーザー加工装置において用いられる請求項１０
～１３のいずれか一項に記載の光学部品。
【請求項１５】
　レーザー溶接のために用いられる請求項１～６のいずれか一項に記載のレーザー加工装
置。
【請求項１６】
　レーザー切断のために用いられる請求項１～６のいずれか一項に記載のレーザー加工装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はレーザー加工装置および方法に関する。特に、本発明はレーザー加工による材
料の切断および溶接に関する。
【背景技術】
【０００２】
　レーザービームで金属を溶接する場合、被加工物が溶融するように、レーザービームを
典型的に集光レンズにより１００～５００μｍのスポットに集光させてエネルギー密度を



(4) JP 6698701 B2 2020.5.27

10

20

30

40

50

高め、被加工物を１５００℃以上の金属融点まで瞬時に加熱する。同時に、アシストガス
を供給して溶融金属の腐食を防止してもよい。固体レーザーまたはファイバーレーザーか
らの１マイクロメートルの周波数帯のレーザービームは、ＣＯ２レーザーからの１０マイ
クロメートルの周波数帯のレーザービームと比較して金属加工物に対して非常に高い光エ
ネルギー強度および吸光度を実現する。しかし、酸素アシストガスと共にガウスビームに
よる１マイクロメートルの周波数帯のレーザービームを使用して軟鋼板被加工物を切断す
る場合、被加工物の上面における溶融幅は不必要に拡大し、切り溝の制御を低下させる。
また、自己燃焼が生じてレーザー切断の品質を低下させる場合もある。
【０００３】
　欧州特許第２７６２２６３号、米国特許出願公開第２０１１０２９３２１５号、米国特
許第７３４８５１７号、日本特許出願公開第２０１３１３９０３９号、欧州特許第０４６
４２１３号、欧州特許第２３９９７０３号、欧州特許第２７２２１２７号および国際公開
第２００９００３４８４号では材料の切断に関する各種解決法が考察されており、それら
は環状レーザービームに基づくものであり、環状すなわち「ドーナツ」形状を有するもの
として表すことができる強度プロファイルを提供する。より従来のビームプロファイルの
代わりにドーナツビームを用いて非常により少ないパワーで所与の厚さの金属の切断を行
うことができ、かつ切断速度および品質の点で良好な結果を得ることができることが分か
っている。
【０００４】
　米国特許第８７８１２６９号は、レーザービームを多層クラッドファイバーに導いて異
なるビームプロファイル特性の出力レーザービームを発生させるための各種構成を開示し
ており、この構成では、入力レーザービームは内側ファイバーコアまたは外側リングコア
の中に選択的に結合される。
【０００５】
　先行技術の材料加工に関する出願は、レーザービームの輝度を最大化する努力をしてい
る。輝度は単位立体角および単位面積当たりのパワーとして定義される。輝度の重要性の
一例として、レーザービームの輝度の増加は、レーザービームを使用して加工速度または
材料厚さを増加させることができることを意味する。例えば、ファイバーレーザーおよび
薄ディスクレーザーから高輝度レーザービームを得ることができる。ダイレクトダイオー
ドレーザーも絶えず輝度を向上させているが、材料加工のための商業的ダイレクトダイオ
ードレーザーは、ファイバーまたは薄ディスクレーザーの輝度ほどにはまだ達していない
。
【０００６】
　先行技術に従って行われるレーザー加工にはいくつか重大な欠点がある。溶接用途では
、高出力レーザー系いわゆるキーホール溶接技術は過剰な熱を発生する傾向があり、冷却
中に溶接線の過剰な硬化および変形が生じる。溶接線の形状はレーザービームの本質的な
性質により断面が深くかつ狭く、溶接線において大きな温度勾配および機械的応力を生じ
させる。特に厚い材料の切断用途では、溶融金属を蒸発させ、かつそれ以外の方法で除去
してレーザービーム後に破片を再び互いに溶接するのを回避するために、レーザービーム
は高強度および比較的広い焦点スポットを有するものでなければならない。そのような高
出力切断により切断面は若干不規則な形状になる。従って、レーザー溶接および切断のた
めに改良された方法および装置が必要とされている。
【０００７】
　本発明は、キーホールレーザー切断または溶接を熱伝導溶接と組み合わせるという洞察
に基づいている。材料をより高い厚さ：幅のアスペクト比で接合する必要がある場合にレ
ーザーキーホール溶接が使用される。高強度を有するレーザービームは蒸発温度を超える
まで材料を加熱し、溶融金属の前縁にキーホールと呼ばれる深い溝を生じさせる。熱源が
進行するにつれて、溶融金属がホールの後ろを埋めて溶接ビードを形成する。不活性ガス
は当該プロセスを保護して、キーホール溶接プロセス中の望ましくない酸化を防止する。
非常に高いパルス強度を有する単一のパルスを放出することにより、電子機器産業におい
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て使用されているようなスポット溶接を達成することもできる。
【０００８】
　キーホールレーザー切断は、集中させた熱源が被加工物を貫通し、それが溶接ビードを
形成するのを防止するいくつかの手段により溶融金属を除去する同様の技術である。
【０００９】
　熱伝導溶接は最大約２ｍｍの材料厚さの板金に適用可能である。溶接線に集光させたレ
ーザービームにより材料を加熱し、その熱を板に素早く伝導させ、それを溶融させて互い
に接合させる。レーザービームを試料に集光させながら集光光学部品を溶接線に沿って移
動させ、高品質な溶接を得る。熱伝導溶接のために、ダイレクトダイオードレーザーのよ
うなより低い輝度を有するレーザーを使用することができる。
【００１０】
　切断および溶接の両方のために使用することができ、かつ先行技術に従って行われるよ
うなキーホール溶接の欠点の一部を解消することができるレーザー技術を見出すための努
力において、本発明者らは、キーホールおよび熱伝導レーザー源を特殊な構成で組み合わ
せた場合にこれらの問題が解決されることが分かった。
【発明の概要】
【００１１】
　具体的な解決法およびその実施形態は添付の特許請求の範囲に定義されている。
【００１２】
　本発明の一態様によれば、レーザー加工装置は、
　それぞれが少なくとも１本の第１の光供給ファイバーに第１のレーザービームを供給す
る少なくとも１つの第１のレーザー装置と、
　それぞれが少なくとも１本の第２の光供給ファイバーに第２のレーザービームを供給す
る少なくとも１つの第２のレーザー装置と、
　前記第１および第２の供給ファイバーおよびマルチコア光ファイバーに接続されたビー
ム結合手段であって、前記少なくとも１本の光供給ファイバーを前記マルチコア光ファイ
バーの第１のコアと位置合わせさせ、かつ前記少なくとも１本の第２の光供給ファイバー
を前記マルチコア光ファイバーの少なくとも１つの第２のコアと位置合わせさせることに
より複合レーザービームを形成するように構成されたビーム結合手段と
を備え、
　前記第１および第２のコアは、レーザー加工ヘッドにおいて第１および第２の出力レー
ザービームを含む複合レーザービームを加工される被加工物に導くように構成されており
、
　前記第１および第２の出力レーザービームのパワー密度を個々に制御するように前記第
１および第２のレーザー装置に機能的に接続された制御ユニット
を備える。
【００１３】
　いくつかの実施形態によれば、前記マルチコア光ファイバーの第１のコアは円形の断面
を有し、第２のコアは第１のコアと同心の環状形状を有する。従って、第１のレーザービ
ームを運搬または案内するように構成された第１の光供給ファイバーの中心は第１のコア
の中心と位置合わせされていてもよく、かつ、第２のレーザービームを運搬または案内す
るように構成された少なくとも１本の第２の光供給ファイバーの中心は、第２の環状コア
の内径と外径との間に位置合わせされていてもよい。一実施形態では、第２の光供給ファ
イバーは４本であり、第２の環状コアの断面と対称的に結合されている。
【００１４】
　いくつかの実施形態では、第１のレーザー装置はファイバーレーザーであり、第２のレ
ーザー装置はダイオードレーザーである。いくつかのさらなる実施形態では、第１および
第２のレーザー装置はどちらもファイバーレーザーであってもよい。
【００１５】
　本発明の第２の態様によれば、被加工物をレーザービームで加工するための方法は、
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　少なくとも１つの第１のレーザー装置に接続された少なくとも１本の第１の光供給ファ
イバーからの少なくとも１種の第１のレーザービームを供給する工程と、
　少なくとも１つの第２のレーザー装置に接続された少なくとも１本の第２の光供給ファ
イバーからの少なくとも１種の第２のレーザービームを供給する工程と、
　前記少なくとも１本の第１の光供給ファイバーを前記マルチコア光ファイバーの第１の
コアと位置合わせし、かつ前記少なくとも１本の第２の光供給ファイバーを前記マルチコ
ア光ファイバーの第２のコアと位置合わせすることにより、前記第１および第２のレーザ
ービームをマルチコア光ファイバーの中に結合する工程と、
　前記マルチコア光ファイバーからの第１および第２の出力ビームを含む複合レーザービ
ームを加工される被加工物に導く工程と、
　前記第１および第２のレーザー装置に機能的に接続された制御ユニットにより前記第１
および第２の出力ビームのパワー密度を個々に制御する工程と
を含む。
【００１６】
　本発明の第３の態様によれば、レーザービームを結合して位置合わせするための光学部
品は、
　溶融ガラス管からなる本体部分と、
　少なくとも２つのレーザー装置からの光供給ファイバーによって運搬されるレーザービ
ームを受け入れるための前記ガラス管の入力端と、
　互いに同じ方向に位置合わせされた少なくとも２種類のレーザービームからなる複合出
力レーザービームを送出するための前記ガラス管の対向出力端と
を含み、
　前記本体部分において、前記入力端において入る光供給ファイバーは前記本体部分を通
ってキャピラリー穴の中を前記出力端まで延在し、かつ前記ガラス管と融合して導光コア
および包囲ガラス材料からなる構成要素を形成し、前記コアは、全反射によりこの構成要
素全体を通して当該コアにおける光パワーの伝播を行うために、当該コアを包囲するガラ
ス材料の屈折率よりも高い屈折率を有する。
【００１７】
　いくつかの実施形態によれば、光学部品における第１の光供給ファイバーの中心は、光
学部品を通って延在する第１の中心導光コアを形成するために、前記本体部分の中心と位
置合わせされている。また、少なくとも１本の第２の光供給ファイバーの中心は、前記出
力端において前記第１の中心導光コアから所定の距離で出力ビームを供給するために、前
記光学部品を通って延在する少なくとも１つの第２の導光コアを形成していてもよい。好
ましい実施形態では、第２の導光コアは４つであり、前記第１の中心導光コアから前記所
定の距離において互いの間で９０°の角距離で出力ビームを供給するように前記中心コア
に対して対称的に配置されている。
【００１８】
　本発明の第４の態様によれば、本発明の装置をレーザー溶接のために使用する。本発明
の第５の態様によれば、本発明の装置をレーザー切断のために使用する。
【００１９】
　本発明によって、
　溶接線における少ない硬化効果により変形がより少なくなり、
　より綺麗な切断面により切断片の公差が緩和され、
　大きいスポットおよび小さいキーホールにより、より良好な制御およびパワーが得られ
、
　充填剤材料の供給がより容易になり、
　切断および溶接のために１つのレーザー源が存在し、
　同じ結果を達成するためのコストが減少する
という点を含む、かなりの利点が得られる。
【００２０】
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　次に、添付の図面を参照しながら本発明の実施形態についてより詳細に説明する。
　以下、添付の図面を参照しながら本発明について詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】熱伝導およびキーホールレーザー加工の衝撃の概略断面を示す。
【図２】キーホール溶接線と本発明のハイブリッド溶接線との断面における違いを示す。
【図３】本発明の装置の例を示す。
【図４】本発明に係る複合レーザービームの断面を示す。
【図５】本発明の結合手段の受光端の断面を示す。
【図６】本発明の結合手段の出力における屈折率プロファイルを示す。
【図７】本発明に係る光学部品を概略的に示す。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　図１は熱伝導およびキーホールレーザー加工の衝撃の違いを説明する概略断面を示す。
熱伝導溶接または切断することができるダイオードレーザーによって加工される金属板１
は、金属の比較的浅いが幅広いスポット２のような衝撃を受ける。典型的には、この種の
ダイオードレーザーは２ｋＷのパワー定格および０．１ＭＷ／ｃｍ２よりも十分に低いパ
ワー密度を有する。スポット２の最大深さ（および切断能力）は典型的に２ｍｍである。
【００２３】
　ファイバーレーザーなどの高輝度レーザーによって生じる典型的なキーホールパターン
に参照符号３が付されている。そのようなレーザーで切断することができる金属板の厚さ
に実用限界はないが、それは当然ながらレーザービーム強度および加工速度、すなわちレ
ーザービームが金属表面を横切って移動する速度によって決まる。
【００２４】
　ファイバーレーザーは、最大１～５ｋＷ以上のパワー定格および数ＭＷ／ｃｍ２のパワ
ー強度を有し得る。キーホールの直径は１ミリメートル未満の範囲、例えば０．１ミリメ
ートルであってもよく、スポット２の直径は例えば３ミリメートルなどの数ミリメートル
の範囲であってもよい。
【００２５】
　図２は、本発明のハイブリッドレーザーの概念の実際的な効果の例を示す。断面には純
粋なキーホール溶接線および本発明のハイブリッド溶接線の両方が示されている。特徴４
ａおよび４ｂは、２種類の異なる加工速度（すなわち、それぞれ３および４メートル／分
）でのキーホール溶接線を示す。特徴５ａおよび５ｂは同じ速度でのハイブリッド溶接線
を示す。その溶込みは特徴４ａおよび４ｂの対応する溶接線よりも図５ａおよび図５ｂの
溶接線において少なくとも２０％深いことに気づくことができ、その数値は特徴４ｂおよ
び５ｂにおいてそれぞれ例えば１．２ｍｍに対して１．５ｍｍである。本発明のハイブリ
ッド溶接の本質により、溶接線は当然ながらより幅広にもなる。ビッカース硬さ（ＨＶ）
値もキーホール溶接線の場合（ＨＶ：３００および３３５）よりもハイブリッド溶接線の
場合（ＨＶ：２４５および２５５）に低く、これはハイブリッド溶接線におけるより少な
い硬化効果を示している。これらの例から既に、キーホールおよび熱伝導レーザー加工の
組み合わせ効果は相当なものであることが分かる。
【００２６】
　図３は本発明の装置の一実施形態を示す。高輝度ファイバーレーザー６は光ファイバー
８によりレーザービーム結合器１１に接続されている。同様に、１つまたはいくつかの固
体またはダイオードレーザー７はファイバー９によってビーム結合器１１に接続されてい
る。一般に、単一のレーザービーム結合器が当該技術分野で知られている。この場合、結
合器の役割は、デュアルコア光ファイバー１２に結合することができるように入ってくる
全てのレーザービームを並べることである。従って、本発明のレーザーのハイブリッド性
により、２種類のレーザービームが単一のデュアルコア光ファイバー１２の中を伝播する
結果となる。ファイバー１２の中の２種類のレーザービームは、典型的には異なる輝度お
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よび強度プロファイルを有し、波長さえも異なる場合がある。さらに、ファイバーレーザ
ー６および固体もしくはダイオードレーザー７からのパワーレベルを調整することにより
、２種類のレーザービームにおけるパワーレベルを独立に、かつ連続的に制御してもよい
。
【００２７】
　ビームの十分な輝度を達成するために、高輝度ファイバーレーザー６は、それぞれが例
えばファイバー共振器に結合されたファイバー結合ダイオードレーザーからなる、ダイオ
ード励起の単一もしくは複数のファイバーレーザー発振器または主発振器出力増幅器（Ｍ
ＯＰＡ）モジュールからなっていてもよい。高輝度レーザーのさらなる例はファイバー結
合薄ディスクレーザーまたはＮｄ－ＹＡＧレーザーであり、それらはダイオードレーザー
からの光で励起される。多くの活性な固体の光増幅材料は絶縁体であるため、現代のレー
ザー技術はエネルギー伝達媒体として光に依存する場合が非常に多い。ダイオードレーザ
ーは、それらの非常により高い効率およびより狭い光スペクトルにより、以前に使用され
ていたフラッシュランプに取って代わっている。
【００２８】
　レーザー７は、典型的にはダイオードレーザーによって励起される固体レーザー共振器
、例えば薄ディスクレーザー共振器（図示せず）も備えることができるファイバー結合レ
ーザーである。デュアルコア光ファイバー１２は、その中心コアにおいてファイバーレー
ザー６からのレーザービームと、中心コアからある距離をおいて中心コアの周りに環状に
配置された外側コアにおいて１つまたは複数の第２のレーザー共振器７によって生成され
たビームとを運搬する（図５を参照）。明らかに、本発明の一実施形態では、第１および
第２のレーザーはどちらもファイバーレーザーであってもよく、それぞれが独立して制御
可能なパワーレベルを有する。いくつかのレーザーは構成上ファイバーレーザーであり、
かつ本質的に光を光ファイバーの中に供給し、それ以外はレーザービームを出力ファイバ
ーのコアに位置合わせするためにファイバーに光学的に結合させる必要がある。従って、
いくつかの実施形態では、レーザー６および７はどちらもファイバーレーザーであっても
よく、他の実施形態では、ファイバーレーザーと固体もしくはダイオードレーザーとの任
意の組み合わせであるか、両方がダイオードレーザーであってもよい。レーザー装置の目
的および個々のレーザーモジュールのパワー定格は、どちらの種類のレーザーをビーム結
合器１１に接続させることができるかを決定する。
【００２９】
　デュアルコア光ファイバーは、その対向端において、結合されたレーザービーム１６、
すなわち複合レーザービーム１６を被加工物１４まで前方に案内するレーザー加工ヘッド
１３に接続されている。レーザー加工ヘッド１３は通常、レンズの焦点距離によって決定
される所望の大きさを有する被加工物１４上にファイバー１２の端部から現れる強度プロ
ファイルの像を生成するためのコリメーティングレンズおよび集光レンズ（図示せず）を
備える。レーザーヘッド１３の役割は、シールドガスを溶接線に与えるか加圧ガス噴射を
切断線に与えることであってもよい。また、加圧ガスはレーザーヘッド１３内の光学機器
を飛び散る溶融金属から保護し、かつそれを切断線から除去してレーザーヘッド１３を綺
麗に保つのを支援する。
【００３０】
　本発明の一実施形態では、本装置に制御ユニット１０が備えられている。制御ユニット
がレーザーユニット６または７のうちの１つの中に一体化されていてもよい。あるいは、
全てのユニット６、７および１０は、便宜上および信頼性のために単一のハウジング内に
配置され、かつそれらの構成において互いに一体化されていてもよい。制御ユニット１０
は、レーザーヘッド１３のユーザーからのフィードバック１５または例えば光強度センサ
ーからの自動フィードバックを受信してもよい。次いで、このフィードバックを使用して
レーザー６および７のパワーを制御して所定の標的を追跡するか、被加工物１４において
観察される生じた溶接または切断結果に従ってレーザーパワーを調整する。制御ユニット
は例えば汎用コンピューターからなっていてもよい。そのようなコンピューターには所与
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の入力パラメーターおよび受信したフィードバック１５に基づいてレーザー６および７を
制御するための適当なソフトウェアが備えられていてもよい。あるいは、制御ユニットは
マイクロコントローラー、例えば、Renesas RL78またはToshiba TLCS-870マイクロコント
ローラーまたは同様のものを備えていてもよい。
【００３１】
　本発明によれば、ビーム結合器１１は溶融シリカ成分で作られており、ここでは光パワ
ーが結合器構造全体を通って溶融シリカの中を伝播しており、結合器は入出力部に光ファ
イバーを有する。従って、本発明ではビーム結合器１１を全ガラスファイバー結合器と呼
ぶことができる。
【００３２】
　図４には、レーザー加工ヘッドから被加工物１４に現れる複合レーザービーム４０の構
造が示されている。環状外側ビーム４２は、被加工物上に比較的浅いが幅広いスポットを
生成するレーザー装置７によって供給されるレーザーパワーを運搬している（図１を参照
）。それに応じて、内側ビーム４１はファイバーレーザー装置６によって供給されるレー
ザーパワーを運搬しており、そのより高い輝度により被加工物にキーホールパターンを生
じさせる。ビームの間には、漂遊レーザー放射線のみを供給するかレーザー放射線を全く
供給しない環状に成形されたゾーン４３がある。
【００３３】
　図５には、主要クラッド５４を有する中心コア５１を有するデュアルコア光ファイバー
５０の断面が示されている。外側コア５３は、内側クラッド５４および外側クラッド５５
によって空間的に形成されている。当業界に精通しているあらゆる人に明らかなように、
クラッドはコアの屈折率よりも低い屈折率を有する材料として定義される。中心コア５１
の直径は７０μｍであってもよく、外側コア５３の内径および外径はそれぞれ１００μｍ
および１８０μｍであってもよい。また、中心コア５１および周辺コア５３は上記以外の
形態であってもよい。中心コア５１は例えば四角形すなわち矩形状であってもよい。また
、周辺コア５３は矩形の境界を有しているか直線状または円形状の複数のセグメントから
なっていてもよい。
【００３４】
　破線により、ビーム結合器からの溶融された供給ファイバー５６および５７（図７のフ
ァイバー７２および７１）の端部のコアをデュアルコア光ファイバー５０の断面とどのよ
うに位置合わせできるかが示されている。
【００３５】
　デュアルコア光ファイバー５０の中心コア５１のレーザー放射線は、中心にある狭い空
間的強度プロファイルを有し、外側コア５３における強度分布はドーナツ形状をなしてい
る。この空間的強度パターンは、被加工物上にレーザーヘッド１３内の加工光学機器によ
ってさらに像が描かれる。この構成により、レーザービームのビーム品質は中心および外
側コアの両方において比較的高い。但し、形状および断面積における違いにより、内側コ
アは外側コアよりも良好なビーム品質を生じることができ、従って、薄い材料および被加
工物を切断するか厚い材料の切断の際に穴を開けることにより良好に狙いが定められる。
より厚い材料の場合、外側コアによって生成されるビーム品質が若干より低くなるという
欠点よりも、外側コアの環状の強度分布による加工速度および溶接線または切断面の綺麗
さの組み合わせの方が上回る。内側および外側コアのパワー強度は、被加工物の要件に従
い、発生レーザー源のパワーを調整することにより個々に調整可能である。
【００３６】
　次に図６を参照すると、光学式デュアルコアファイバー５０の例示的な屈折率プロファ
イルが示されている。コア５１および５３はそれぞれ、包囲材料５４および５５の屈折率
ｎ５４およびｎ５５よりも高い屈折率ｎ５１およびｎ５３を有していなければならない。
このように、レーザービームは被加工物まで案内され、例えば環状強度プロファイルにお
ける最小限の低下およびコアのそれぞれにおける光パワーおよび強度の最小限の減衰で被
加工物を切断する（図４を参照）。
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【００３７】
　溶融シリカを不純物でドープすることにより溶融シリカの屈折率を調整することができ
る。溶融シリカをゲルマニウム（Ｇｅ）でドープすることにより屈折率を増加させ、フッ
素（Ｆ）でドープすることにより屈折率を低下させる。従って、コア５１および５３は例
えばＧｅでドープされたかドープされていない溶融シリカで作られていてもよく、それら
の主要クラッド５４および５５はＦでドープされた溶融シリカで作られていてもよい。
【００３８】
　図７にはファイバー結合器１１の重要な光学部品７０が示されている。光学部品７０は
、溶融シリカガラス管７７からなる本体部分、少なくとも２つのレーザー装置からの光供
給ファイバー７１および７２（例えば、装置６および７からのファイバー８および９）に
よって運搬されるレーザービームを受け入れるための入力端７６（図示せず）を有する多
穴キャピラリーチューブである。光学部品７０は互いに同じ方向に位置合わせされた少な
くとも２種類のレーザービームからなる複合出力レーザービームを送出するための対向出
力端７４も有する。
【００３９】
　入力端７６において入る光供給ファイバー７１、７２は前記本体部分を通ってキャピラ
リー穴の中を前記出力端７４まで延在し、ガラス管７７と融合して導光コア７１ａ、７２
ａおよび包囲ガラス材料からなる構成要素を形成する。これらのコアは、全反射によりこ
の構成要素全体を通して当該コアにおける光パワーの伝播を行うために、当該コアの周り
の包囲ガラス材料の屈折率よりも高い屈折率を有する。
【００４０】
　ファイバー結合器の原理を示すために、当該コアの寸法および構成要素７０の寸法は縮
尺どおりはなく、明確性のために数個のコアのみが破線で示されている。
【００４１】
　光学部品７０は例えば図面に従って製造されていてもよい。この例では、中心にある約
３００μｍの直径のファイバー７２の大きい方の穴と、穴７２の周辺に対称的に配置され
たファイバー７１の４つの小さい方の穴が存在してもよい。小さい方の穴は例えば約１５
０μｍの直径を有していてもよい。キャピラリーチューブの外径は１ｍｍであってもよい
。当該チューブの材料は例えば溶融シリカであってもよい。バルクガラス（図示せず）か
らなるその外側クラッドが好ましくは少なくとも部分的にエッチング除去されたファイバ
ーを真ん中の穴に挿入し、キャピラリーの先細りのくびれ部分７３まで押し通す。ファイ
バーが適所に配置されたら、キャピラリーチューブ７０をくびれ部分７３で加熱してファ
イバーをチューブに融合させ、かつ全てが光学部品７０を通って延在する第１の中心導光
コア７２ａおよび第２の導光コア７１ａを形成する。
【００４２】
　ファイバー７１、７２は代わりとして、純粋な溶融シリカ材料からなる内側コアおよび
Ｆでドープされたシリカからなる外側クラッドを有していてもよい。このように、ファイ
バーの導光コアは本質的により低い屈折率を有する材料で囲まれているため、光学部品７
０の溶融シリカガラス管７７は純粋な溶融シリカから製造されていてもよい。これは、キ
ャピラリーチューブの屈折率がファイバーコアと同じであったとしても光がコア７１ａ、
７２ａ内に残っていることを意味する。この場合、バルクガラスからなる外側ファイバー
クラッドはＦでドープされたクラッドまで、あるいは若干のＦでドープされたクラッドが
純粋またはＧｅでドープされた内側ファイバーコアの周りに残っている限りさらに遠くま
でエッチング除去されていてもよい。
【００４３】
　次いで、溶融コア７１ａ、７２ａ（破線で示されている）およびチューブ７０を切断し
て端面７４を作り出す。次いで、図３に示すようなデュアルコアファイバー１２を端部７
４においてキャピラリーチューブに溶接して溶接線７５を得てもよい。
【００４４】
　好ましい実施形態では、第１の光供給ファイバー７２の中心を構成要素７０の中心と位
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置合わせし、かつ４本の第２の光供給ファイバー７１の中心を、例えば出力端７４におい
て第１の中心導光コア７２ａから所定の距離Ｒで出力ビームを供給するように配置する。
第２の導光コア７１ａは、互いの間に９０°の角距離を有する出力ビームを供給するよう
に中心コア７２ａに対して対称的に配置することが好ましい。
【００４５】
　当然のことながら、関連する当業者によって理解されるように、開示されている本発明
の実施形態は本明細書に開示されている特定の構造、プロセス工程または材料に限定され
ず、その均等物まで拡大される。また、当然のことながら、本明細書に用いられている用
語は特定の実施形態のみを記述するために使用されており、限定するものではない。
【００４６】
　本明細書全体を通して「一実施形態」という場合、当該実施形態に関連して記載されて
いる特定の特徴、構造または特性が本発明の少なくとも１つの実施形態に含められること
を意味する。従って、本明細書全体を通して様々な場所で「一実施形態では」という語句
が現れたとしても必ずしも全てが同じ実施形態を指しているわけではない。
【００４７】
　本明細書では本発明の様々な実施形態および実施例がその各種構成要素の代替物と共に
参照されている場合がある。当然ながら、そのような実施形態、実施例および代替物は事
実上互いの均等物として解釈されるべきではなく、本発明の別々の独立した表示とみなさ
れるべきである。
【００４８】
　さらに、記載されている特徴、構造または特性を１つ以上の実施形態においてあらゆる
好適な方法で組み合わせてもよい。当該記載において、本発明の実施形態の十分な理解を
与えるために長さ、幅、形状などの例などの数多くの具体的な詳細が提供されている。但
し、関連する当業者であれば、具体的な詳細の１つ以上を用いずに、あるいは他の方法、
構成要素、材料などを用いて本発明を実施できることが分かるであろう。他の例では、本
発明の態様を曖昧にするのを避けるために、周知の構造、材料または動作は詳細に図示ま
たは説明されていない。
【００４９】
　上記実施例は１つ以上の特定の用途における本発明の原理の例示であるが、当業者には
、発明能力を発揮することなく、かつ本発明の原理および概念から逸脱することなく、実
施の形態、使用および詳細の数多くの修正が可能であることは明らかであろう。従って、
本発明は、以下に記載されている特許請求の範囲による場合を除いて限定されるものでは
ない。
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